
（単位：百万円）

金   額 金   額

流 動 資 産  106,888 流 動 負 債  70,434

現金及び預金  882 関係会社短期借入金  27,388

営業債権  94,106 加盟店未払金  25,672

営業未収金  1,218 未払金  8,092

前払費用  471 未払法人税等  1,575

未収入金  12,285 未払費用  1,692

その他  101 預り金  1,581

貸倒引当金 △ 2,177 前受金  0

ポイント引当金  3,643

賞与引当金  326

利息返還損失引当金  197

その他  263

固 定 負 債  649

固 定 資 産  7,823 退職給付引当金  619

有形固定資産  610 その他  30

建物  32

器具及び備品  578  71,084

無形固定資産  4,317

ソフトウェア  3,873 株　主　資　本  43,627

ソフトウェア仮勘定  427 資　本　金  1,100

その他  16 資 本 剰 余 金  167

投資その他の資産  2,894 その他資本剰余金  167

投資有価証券  5 利 益 剰 余 金  42,360

関係会社株式  147 利益準備金  275

繰延税金資産  2,145 その他利益剰余金  42,085

その他  596  別途積立金  7,000

 繰越利益剰余金  35,085

純 資 産 合 計  43,627

 114,712  114,712

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

負債及び純資産合計

科       目

（資  産  の  部）

資　　産　　合　　計

貸 借 対 照 表
（２０２０年３月３１日現在）

科       目

（負  債  の  部）

負　債　合　計

（純 資 産 の 部）



(単位　百万円)

金     額

35,114

31,623

323

3,167

182

182

34,931

28,900

6,031

13

1

12

116

40

76

5,928

5,928

2,345

△ 543

4,126

損 益 計 算 書
自  ２０１９年４月　１日 

至  ２０２０年３月３１日

経  常  利　益

税引前当期純利益

売　上　原　価

資　金　原　価

売　上　総　利　益

販　売　費　及　び　一　般　管　理　費

営  業  利　益

営  業  外  収  益

科        目

売　上　高

総　合　あ　っ　せ　ん　収　益

融　資　収　益

そ　の　他

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

受取利息・配当金

そ　の　他

営  業  外  費  用

固定資産除却損

そ　の　他
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[個　別　注　記　表]

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）  資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券 時価のあるもの

時価のないもの

（２）  固定資産の減価償却方法

有形固定資産

無形固定資産

（３）  引当金の計上基準

貸倒引当金

ポイント引当金

賞与引当金

利息返還損失引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

（４）  その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

該当事項はありません。

2. 貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,953百万円

（２）保証債務

期末決算日の市場価格等に基づく時価法、
評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。

移動平均法による原価法

移動平均法による原価法

定額法

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

販売促進を目的とするポイント制度により発行されたポイン
トの未使用額に対して、過去の使用実績率等に基づき、将来
の使用見込額等を計上しております。

従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

将来の利息返還請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案
し、返還見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、期末要支給額を計上してお
ります。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員規程に基づく、
期末要支給額を計上しております。
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従業員住宅ローン保証 49百万円

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（流動資産）

営業未収金 404百万円

未収入金 6百万円

（流動負債）

未払費用 4百万円

（４）貸出コミットメント

キャッシング・ローンカード等の与信限度額の総額 87,949百万円

キャッシング・ローンカード等の実行残高 1,736百万円

差引残高 86,212百万円

3.  税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

ポイント引当金 1,115百万円

貸倒引当金 513百万円

退職給付引当金 189百万円

賞与引当金 134百万円

未払事業税 79百万円

利息返還損失引当金 60百万円

その他 53百万円

繰延税金資産小計 2,145百万円

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 2,145百万円

繰延税金資産の純額 2,145百万円

4.関連当事者との取引に関する注記

（１） 親会社

利息の支払
(注2)

182

親会社

科目 期末残高
（百万円）

被所有
直接100%

役員の兼任
資金貸借

資金の返済
（注1）

10,400 関係会社短
期借入金

27,388

属性 会社等
の名称

取引の内容 取引金額
（百万円）
(注4)

議決権の所有
(被所有)
割合％

関連当事者
との関係

クレジットカード業務に附帯するキャッシング及びローン
カード業務を行っております。

株式会
社三越
伊勢丹
ホール
ディン
グス
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 (２)  兄弟会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

5.　１株当たり情報に関する注記

6.　重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

1,983,089円88銭

１株当たり当期純利益 187,588円91銭

１.資金の貸借については、グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・
システム（ＣＭＳ）による取引であります。

２.借入金および貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しておりま
す。

３.一般的取引条件に基づいて決定しております。

４.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

親会社
の子会
社

株式会
社新潟
三越伊
勢丹

－ 加盟店契約 加盟店手数
料の受取
(注3)

524 加盟店未払
金

1,033

１株当たり純資産額

－ 加盟店契約 加盟店手数
料の受取
(注3)

634 加盟店未払
金

1,036

－ 加盟店契約 加盟店手数
料の受取
(注3)

792 加盟店未払
金

1,494

加盟店未払
金

1,746親会社
の子会
社

株式会
社岩田
屋三越

－ 加盟店契約 加盟店手数
料の受取
(注3)

1,227

ポイント管
理システム
使用料の受
取(注3)

350 未払金 3,991

期末残高
（百万円）

親会社
の子会
社

株式会
社三越
伊勢丹

－ 加盟店契約
ポイント提
携契約

加盟店手数
料の受取
(注3)

6,281 加盟店未払
金

9,471

会社等
の名称

議決権の所有
(被所有)割
合％

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額
（百万円）
(注4)

科目

親会社
の子会
社

株式会
社名古
屋三越

親会社
の子会
社

株式会
社札幌
丸井三
越

属性
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